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５ 新たな海洋立国の実現に向けた海洋政策の推進
新たな海洋立国の実現に向けて海洋政策を戦略的に推進していくため、海洋基本法に基づく海
洋基本計画が策定されたことを受け、港湾においては、計画の目標の実現に向けて、海上輸送の
確保、海洋の安全の確保、海洋環境の保全、離島の保全等総合的な施策を積極的に推進する。
また、排他的経済水域及び大陸棚の保全及び利用の促進のための低潮線の保全及び拠点施設の
整備等に関する法律の施行を受け、海洋資源の開発・利用、海洋調査等に関する活動を支援する
ため、特定離島に指定された南鳥島及び沖ノ鳥島の特定離島港湾施設の整備を図るとともに、排
他的経済水域及び大陸棚の保持を図るため、港湾内に指定された低潮線保全区域における低潮線
の保全を推進する。
６ ストック型社会に対応した効率的・効果的な事業の実施
\ 効率的・効果的な事業の実施
{ 総合的な施策の推進
港湾の開発に当たっては、他の計画や事業等と連携しつつ、総合的に施策を進める。また、
多様なサービスの提供が図られるように、公共事業と民間事業を適切に組み合わせた事業の
実施や、民間の投資が円滑に行われる環境づくりを進める。

| 投資の効率化
港湾の開発に当たっては、地域の要請や貨物需要の動向等を的確に把握し、港湾相互間の
機能分担や施設の拠点化を進める等効率的な施設整備を行う。また、投資効果の早期発現の
ための段階的供用、施設の性能規定化等による建設費用の縮減等を進める。
さらに、国と港湾管理者が連携しつつ港湾の統合を進め、効率的・効果的な港湾の整備、
管理、運営を目指す。

} 透明性の向上
港湾の開発等について、広く理解を得られるように、港湾の役割や開発の目的・効果等に
ついて明らかにするとともに、国民に対して説明責任を果たす。このうち、事業の実施に当
たって、費用対効果分析をはじめ事業の事前・事後評価等を実施し、その評価結果について
公表する等、透明性を向上させる。

~ 港湾の開発等におけるリサイクルの推進
港湾の開発や開発保全航路の開発に伴い発生する浚渫土砂や各種副産物に対しては、それ
らの発生の抑制、減量化、減容化に努めるとともに、極力再利用、再資源化することにより、
循環型社会の構築に寄与する。また、港湾の開発に当たっては、他事業等から発生する各種
副産物も可能な範囲で再利用する。なお、これらの副産物や再生資源の輸送については、関
係者と連携して環境負荷の少ない海上輸送の利用を進める。

� 地域との連携
地域の多様な要請に適切に対応して、効率的・効果的な港湾の開発、利用等を進めるため、
構想・計画段階から地元地方公共団体、港湾利用者、市民、ＮＰＯ等多様な主体の参画を得
て、その意向を十分把握する等、地域と連携する。特に、みなとまちづくりに当たっては、
港湾の資産を市民、ＮＰＯ等の視点から再評価し、最大限に活用するとともに、背後地域の
幅広い関係者と連携しつつ個性豊かな地域づくりを進める。

� 港湾施設の適切な維持管理
これまで蓄積されてきた港湾施設は、順次老朽化が進むことから、今後、更新投資が飛躍
的に増大することが見込まれる。
このため、必要な機能を維持しつつ、将来の改良・更新コストの最小化及び港湾施設の長
寿命化を図るため、国及び港湾管理者が連携して、港湾施設の維持管理計画を策定し、定期
的に点検を行うなど、事後的な維持管理から予防保全的な維持管理への転換を推進する。

‚ 港湾施設の有効活用
船舶の大型化や貨物の荷役・保管形態の変化、背後地の都市化等を背景として、機能的に
利用者ニーズに合わなくなった施設については、既存ストックの有効活用の観点から利用者
や市民、ＮＰＯ等からの要請も踏まえつつ、機能の増強や他の用途への転換を行う。

] 技術開発の推進と成果の活用
港湾の開発、利用及び保全に関する施策等を円滑かつ確実に進めるため、開発する技術の水
準や時期の目標を定め、関係機関と連携しつつ効率的な技術開発を推進するとともに、技術開
発の成果を積極的に導入する。特に、港湾における情報化や荷役の高速化等輸送の効率化を進
める技術、CO２の排出量削減や海域環境の改善に資する技術、浚渫土砂の再利用等リサイクル
の推進や港湾施設の建設・維持管理コストの削減に資する技術について、重点的に取り組む。

Ó 港湾機能の拠点的な配置と能力の強化
港湾の配置、機能及び能力については、今後の港湾の進むべき方向を踏まえて、港湾の多種多様
な機能のうち、海上輸送網の拠点としての機能等、国の利害に重大な関係を有する機能について示
すこととし、その配置及び能力に関する基本的な事項は、以下のとおりとする。
１ 港湾取扱貨物の見通し
今後、我が国の経済社会を巡る環境は、本格的な人口減少・高齢化社会の到来を迎え、国内市
場の将来的な高成長を見込むことが難しい状況であるが、経済のグローバル化の進展と東アジア
地域の急成長により、我が国とアジア地域の経済交流は今後ますます拡大し、相互依存関係が深
まることが見込まれる。このため、今後の港湾取扱貨物量は、2020年には約32億４千万トンから
34億１千万トン、2025年には約33億５千万トンから約36億トンと見込まれる（別表１参照）。
また、我が国の貿易構造は、国際分業の進展等により、加工貿易型構造から、製品や半製品が
輸出入される貿易構造へ転換が進んでいる。これらの貿易構造の変化を受け、付加価値が高くコ
ンテナ輸送に適するこれらの製品や半製品の輸出入が増加するとともに、冷蔵コンテナによる生
鮮食料品の輸入の増加や、従来一般貨物船で輸送されていた貨物のコンテナ化が進展しているこ
とやアジア地域の経済発展等により、コンテナ取扱量の増加が見込まれる。このため、国際海上
コンテナの取扱量は、2020年には約２千百万ＴＥＵから２千６百万ＴＥＵ、2025年には約２千２
百万ＴＥＵから２千９百万ＴＥＵと見込まれる（別表１、別表２参照）。
さらに、国内の海上輸送については、海上輸送と陸上輸送を結ぶ複合一貫輸送において、輸送
費用の低減等を確保するため、船舶の大型化が進んでおり、エネルギー効率が高く環境負荷が少
ない複合一貫輸送の一層の活用が期待される。このため、国内の複合一貫輸送の貨物取扱量は、
2020年には約９億トンから９億３千万トン、2025年には約９億１千万トンから９億５千万トンと
見込まれる（別表１参照）。
なお、これらの見通しは、今後の経済・社会情勢や輸送構造の変化等に影響されるものである
ことから、これらの変化に的確に対応しつつ、以下の施策を実施していくものとする。
２ 国際海上コンテナ輸送網の拠点
{ アジア諸国との間の国際海上コンテナ輸送
アジア地域の経済発展に伴い我が国とアジア諸国との間の国際海上コンテナの輸送量は増加
しており、日本とアジア諸港を結ぶ定期航路においては、比較的小型のコンテナ船による多頻
度の航路網が形成されている。
アジア諸国との間の国際海上コンテナ輸送は、地理的条件等を考慮してダイレクト航路によ
る多頻度少量の輸送や高付加価値貨物の高速輸送等の多様なニーズに対応する。

| 基幹航路の国際海上コンテナ輸送
コンテナ船の大型化や、アジア諸国の港湾における貨物取扱量の増大等により、基幹航路で
輸送されているコンテナ貨物における我が国発着貨物のシェアは低下している。
基幹航路のコンテナ輸送は寄港地の選別が図られており、また、基幹航路の航路数の維持も
難しい状況にあることを踏まえ、「新成長戦略」（2010年６月18日閣議決定）における「選択と集
中」の考え方に基づき、基幹航路維持・強化のための広域からの貨物集約、コストの低減等の
実現性を考慮の上、阪神港（大阪港及び神戸港）、京浜港（東京港、横浜港及び川崎港）を国
際戦略港湾として規定した。
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